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要旨 

本稿では、新規大卒労働者供給による地域経済活性化に着目し、この課題の解決策

を提言することを目的とする。 

第 1 章では、人的資本の成長を確認するために、各地域ブロック別の進学行動と新

規労働者の高学歴化について分析した。現状分析により、地方においては地域の大学

進学行動と、地域における新規大卒者の供給には安定的な関係がないという課題を確

認し、この点を本稿の問題意識とする。また、大学生の就職活動の現状を分析し、地

方就職をする場合には障壁が存在することがわかった。同時にそれらの障壁を解決す

るためには遠方の学生に地方企業の情報を提供することや遠方でも選考の機会を創出

する必要性があることが判明した。 

第 2 章では、現状の都市圏と地方の地域格差についての研究を紹介する。そこから、

大卒人材の割合について地域格差があることを確認し、次に、若者が就職するまでの

地域移動について明らかにされた研究を紹介し、都市圏と地方の大学では、大学所在

エリア県内に就職する大卒者の割合に差があることを確認する。最後に、大学生に対

する就職支援についての研究を紹介する。 

第 3 章では、第 1 章で生じた問題意識の解決の糸口を探るため、県内進学率及び県

外進学率がどの程度、新規大卒入職者率に対して影響を与えるかを実証分析した。47

都道府県の分析結果から県内進学率及び県外進学率が新規大卒入職率を高め、特に前

者の効果が大きいことを示した。また大都市圏を除いた 34 道県に絞ると、全都道府県

ベースの結果に比べて、県内進学率が 4 年後の新規大卒入職率に及ぼす効果は小さく

なる一方で、県外進学率の効果は大きくなっている。つまり、大学数や大卒需要の高

い大都市圏の都道府県以外では、経済状況などの条件を一定としても、県内の大学進

学率のみならず、県外の大学への進学率の上昇が、4 年後の新規大卒入職率を高めて

いる。このことは、進学に伴って県外に出た大学生が地元で就職活動を行っているこ

とを示唆している。そこで、本稿では第 4 章において県外に進学した者に対する就職

支援にスポットをあてる。理由は次の 2 点である。第 1 に、新規大卒入職者率には県

内進学率がより大きな影響をもっているものの、県外進学率の影響も同様に統計的に
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有意であり、新規大卒入職率を高める効果を持っている。第 2 に、県内に進学した学

生は地元企業の情報を獲得でき、地元企業を選択する十分な余地があるが、県外に進

学した学生は地元企業の情報を獲得することが困難なため、地元企業を選択するため

の情報が不十分である可能性が高く、十分な情報支援が行われるならば、現状に比べ

て地元企業を就職先として選択する可能性が高まるためである。 

第 4 章では、第 3 章での分析結果を踏まえ、県外進学者が地方就職をする際の 2

つの障壁を解消するために政策を提言する。1 つ目の障壁である地域間の情報格差に

対しては、企業の会社説明会を動画で配信する「オンライン会社説明会」を、2 つ目の

障壁である就職活動にかかる移動コストに対しては、インターネットを利用して企業

の面接を行う「オンライン面接」について現状の取り組みとして挙げ、それらを参考

にオンラインを利用した地方就職の推進を政策の実現性と合わせて提言する。  
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現状分析・問題意識 

1. はじめに 

地域経済の活性化が日本の大きな課題となっている。経済成長は所得の成長によっ

てもたらされ、所得の成長と人的資本ストックの成長は相互に影響しあっている（橋

本 2002）。高学歴労働者は労働生産性が高く、経済成長を後押しする一因となってい

るため、地域経済の活性化には人的資本の成長が重要であると考えられる。人的資本

の指標としては高学歴者、ここでは、大卒者に注目する。しかし、現在、大学を卒業し

た者は都市圏１で就職する割合が高く、地方圏２の大学出身者の増加がその地域の新規

大卒労働者の増加となっていない可能性がある。政府も地域経済の活性化を目指し、

奨学金制度などで大卒者を地元に還流させる施策を図っているが未だ大きな課題とな

っている。本稿では、地域就職に関する就職活動に公的な介入の余地があると考え、

地域に必要な人的資本を増加させるための施策を探る。  

 

2. 地域の高学歴化と新規労働者の高学歴化 

人的資本の成長を確認するために各地域における新規入職者の高学歴化を分析す

る。 

図 1 は、1978 年～2012 年の地域別進学率を地域ブロック別(北海道、東北、関東、

北陸、甲信越、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄)に示したものである。ここ

で、進学率は、同一コーホートの中学卒業者に占める大学入学者数で定義される。 

 

 

 

 

 

                                                      
2 以下、本稿では、首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）と中京圏（静岡、愛知、三重）ならびに近

畿圏（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）を総称して「都市圏」とする。  
3 上記の「都市圏」を除く 34 道県を「地方圏」とする。 
4 以下、本稿では、北海道、東北、関東、北陸、甲信越、中部、四国、九州、沖縄を総称して「地域」
とする。 
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図１ 進学率(中卒‐大学入学)1978~2012 

 

出所 文部科学省『学校基本調査』より作成 

進学率の定義は文部科学省より引用 

 

この 35 年間、大学進学率は平均 18.6%上昇し、このうち、北海道 20.7%、東北

14.1%、関東 21.1%、北陸 19%、甲信越 16.4%、中部 18.8%、近畿 25.2%、中国 22.6%、

四国 16.2%、九州 16.2%、沖縄 14.1%となっている。このうち、関東、近畿といった

大都市圏では、進学率の水準もその上昇率も高くなっている。 

 

図２ 新規入職者のうち大卒者率 1990～2004 

 

出所 厚生労働省『雇用動向調査』より作成 
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図３ 進学率(中卒‐大学入学)1990～2004 

 
出所 文部科学省『学校基本調査』より作成 

新規入職者の定義は厚生労働省から引用。(調査対象期間中に事業所が新たに採用し

た者をいい、他企業からの出向者・出向復帰者を含み、同一企業内の他事業所からの

転入者を除く。新規学卒者、一般未就業入職者からなる。)  

 

次に、地域の新規労働者の視点から高学歴化を検討する。図 2 は、厚生労働省『雇

用動向調査』に基づき、地域別の新規入職者のうちの大卒者の比率について、データ

の得られる 2004 年までの推移を示したものである。また、同期間の進学率を図 3 に

示している。 

入職者ベースの大卒率は、1990 年〜2004 年の期間では、全国平均で 16.1 ポイント

上昇し、高学歴化していると言える。このうち、地域別の変化は、北海道 23.3 ポイ

ント、東北 22.3 ポイント、関東 17.5 ポイント、北陸 10.2 ポイント、甲信越 33 ポイ

ント、中部 24.7 ポイント、近畿 19.7 ポイント、中国 17.4 ポイント、四国 12.6 ポイ

ント、九州 1.1 ポイント、沖縄 -5 ポイントである。 

図 3 に見るように、同期間の各ブロックの進学率は右肩上がりである一方、図 2 の

新規入職者に占める大卒率については、関東以外のブロックでは 10 ポイント以上大き

く変動する年があり、地方の大卒者の供給が安定的に地方での新規大卒労働者になっ
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ていないということがわかる。本稿ではこの点を問題意識とし、次節では大学生の就

職活動の現状を述べ、その問題点を探る。 

 

3. 大学生の就職活動 

現在、厚生労働省では、ＵＪＩターンによる地方での就職を希望する人の中で首都

圏等を中心とした大都市圏に在住している、地方での就職を希望している人を支援す

るため、地方就職希望者活性化事業を実施しており、国としても地方就職を重視して

いる。この節では地方就職の課題や現状について述べる。 

 

表 1 大学所在エリア移動パターン 

 
出所 小杉(2007)p.96 より引用 

 

先の図 2 では、地域によっては大卒者を輩出しても必ずしも地域の大卒人材として

結びついておらず、地方就職は少ないことを指摘した。一方大学所在県が地元の人、

つまり地元内進学した人は、地元内に就職する人が多く、地元外に就職する人は少な

地元 地元外 地元 地元外 地元 地元外 未定・海外合計 N
北海道 男性 34.8 4.9 - - 6.8 23.3 30.1 100 365

女性 53 6.4 - - 6.4 12.4 21.8 100 234
東北 男性 19.2 5.5 8.1 2.6 3.5 21.8 39.2 100 344

女性 35.6 6.9 9.4 3.8 6.3 15 23.1 100 160
関東 男性 39.1 11.3 4.5 2.4 4.4 3.1 35.2 100 1376

女性 47.5 12.3 4.5 1.9 2.8 1.5 29.5 100 1768
甲信越 男性 44.3 1.9 10.2 5.8 7 10.2 20.6 100 431

女性 42.4 6.1 12.8 4 11.4 10.1 13.1 100 297
北陸 男性 25.2 3.8 20.5 2.2 12.9 16.7 18.6 100 317

女性 21.4 3.7 34.2 1.6 8.2 9.5 21.4 100 243
中部 男性 41.2 8.6 8.6 6 2.5 5 28.1 100 602

女性 48.8 9.2 18.2 3.6 1.7 5.1 13.3 100 467
近畿 男性 26.1 6.1 4.6 1.8 3.5 9.9 47.9 100 999

女性 38.6 13.2 6.6 1.8 6.5 5.3 27.9 100 1039
中国 男性 22 5.2 9.1 4.2 9.8 9.4 40.4 100 287

女性 34.6 8.6 11.3 4.5 11.1 7.2 22.7 100 488
四国 男性 14.9 4.2 15.5 4.8 8.3 8.9 43.5 100 168

女性 23.4 6.3 24.6 4.9 10.3 8.5 20.1 100 224
九州 男性 14.1 6.6 6.4 5.4 5.4 15.8 46.2 100 701

女性 32.3 6.3 11.6 8.3 4.4 8.8 28.2 100 758
沖縄 男性 34 6 - - 10 16 34 100 50

女性 39.3 0 - - 14.3 21.4 25 100 28

大学所在県 大学所在エリア 大学所在エリア外
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いので、地元内進学した人に対して地方就職支援する必要性は薄いと考える。また、

地元外進学し、地方に就職する人(I ターン)に関しては、その規模を含めて詳細な統計

データが存在しないため、推測とならざるを得ないが、遠隔地への就職という面では、

以下の U ターンの場合と同じ課題を抱えていると考えられるため、併せて考察する。 

表 1 は、地域ブロックごとの大学所在地と就職先地域の関係を示したものである。

表より地方出身者の県外進学者の多くが地元外で就職してしまい、県外進学者による

地元就職は現状少ないといえる。国立社会保障・人口問題研究所「2011 年社会保障・

人口問題基本調査第 7 回人口移動調査」によると、U ターン者（出生県から県外に移

動した県外移動者のうち、再び出生県に戻った人）の総数全体に対する割合は、微増

加している。また、出生地ブロック別の U ターン者の割合は、大都市圏（東京圏、中

京圏、大阪圏）で低く、地方圏では高い傾向にある。 

県内進学者と県外進学者の地元内への就職活動の違いとして、県内進学者は地元で

開催される企業説明会などに参加することで地元企業の情報を十分に収集し、就職活

動を行うことができる。一方、県外進学者はネットで情報を集めるほか、地元に赴き、

地元の企業の説明会に参加する必要がある。このような現状が県外進学者による地元

就職への障壁を生んでおり、以下で述べる。 

 

表 2 地元就職の際の障壁 

 
出所 マイナビ「2017 年卒 マイナビ大学生 U ターン・地元就職に関する調査」より

筆者作成 

有効回答者数 6,717 名 [内訳：文系男子  1,152 名 理系男子 935 名 文系女子 

3,659 名 理系女子 971 名] 

 

全体 地元外進学男子 地元外進学女子 16年卒全体
地元までの交通費 24.3% 22.6% 27.1% 25.5%
地元までの距離・時間 16.1% 17.1% 14.3% 18.1%
地元企業の数が少ない 16.9% 16.5% 17.9% 17.3%
特に障害に感じていることは無い 13.0% 13.6% 12.0% 11.5%
地元企業の情報不足 7.9% 6.9% 9.4% 8.0%
学業とのスケジュール調整 8.3% 8.7% 7.4% 7.6%
地元以外での就職活動とのスケジュール調整 4.2% 3.8% 4.7% 4.8%
地元企業の雇用条件(福利厚生など) 5.1% 6.2% 3.6% 3.8%
地元企業の選考スケジュール 1.5% 1.6% 1.3% 1.2%
その他 2.7% 3.0% 2.4% 2.3%
回答者数 2679 940 1739 3162
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表 2 は、地元就職の際の障壁に関する就職情報会社のマイナビの調査結果を示した

ものである。地元外に進学して、地元での就職活動を考えている学生に、最も障害に

感じていることを聞いたところ、男女ともに「地元までの交通費」が最も高い結果と

なった。次いで、「地元までの距離・時間」や「地元企業の数が少ない」が選ばれてい

る。交通費や、距離・時間の問題は、遠方でも自社の紹介、選考をする機会を創り出す

ことで改善できるだろう。「地元企業の数が少ない」ことについては、全体的な企業数

の増加を目指すほかに、まずは"現在ある地元企業のなかで、学生の『知っている』企

業を増やすこと"が改善策として考えられる。 

さらに、新卒時の地方就職に焦点を当てる理由が存在する。厚生労働省所管の労働

政策研究・研修機構（JILPT）によると、地方出身者のＵターンは、初職就職時（22

歳時）に大きなピークがある。ここから、Ｕターン促進策としては、新卒予定者を対

象とした地方就職支援が最も効率的・効果的であると指摘している。さらに、出身県

外居住者においても「出身地（県・市町村）に戻りたい」という希望（潜在的なＵター

ン希望）が少なくない。そうした「潜在的Ｕターン希望者」にも、「仕事情報の提供」

といった就業支援ニーズが多くみられた。こうした継続的な情報提供の仕組み作りの

重要性に関する指摘は、表 2 から述べている上記の改善策の方向性とも合致している

と考えられる。 

 

4. 問題意識 

以上の現状分析を踏まえ、本稿では、大卒供給が地方の新規大卒労働者になってい

ないことを大学生の就職活動に問題があると考え、需要要因をコントロールしながら

新規大卒入職者数が県内及び県外進学率にどの程度影響を受けているかを実証的に分

析する。その結果に基づき、新規大卒者の地方就職の機会の保障に関わる政策を具体

的に提言する。 
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先行研究及び本稿の位置づけ 

1. 先行研究 

 現状の都市圏と地方の地域格差に関する包括的な研究として、橘木・浦川(2012)が

挙げられる。その分析の中では、大学生の約 40%が東京圏(東京・埼玉・千葉・神奈

川)に在住していると述べられている。しかし、橘木・浦川によると、学業に関して

東京圏に大学生が集中しなければならない理由はないため、地域格差是正のために地

方への大学の誘致を提案している。ただし、誘致による教育機会の分散によって地域

が活性化するという明確な根拠は示されていない。 

 高校生の大学進学行動と大学生の就職行動について朴澤(2016)を挙げる。まず、高

校生の大学進学行動については、地方圏で大学進学率が高い県は県外進学率が高く、

大都市圏への県外進学が主流となっていることがわかった。また、大学生の就職行動

については、地域内の大卒就業機会の大きさを表す指標を作成して分析を行った結

果、大学進学時に都市圏へ進学すると都市圏で就職する可能性が高いことが判明し

た。しかし、大学の入学定員が大卒者の就業機会以上に都市圏に偏在しているため

に、都市圏の大卒者のうち一定数は地方で就職する必要があるという事情をのべてい

る。 

 進学先と就職先の関係について、小杉(2007)は、高校所在地を地元、大学所在エリ

アを下の表 3 のように分類し、就職先を高校と大学所在地の 2 地点との関係でとら

え、学生の就職行動における地域移動のパターンを分析している。分析結果から、都

市圏と比べて地方圏ではかなりの学生が大学から離れて就職したことがわかる。 
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表 3 エリア分類 

 

出所 小杉(2007)p.79 より引用 

 

小杉では、地域を分析するにあたり、全国の都道府県を距離、交通の便から考え、

表 3 のように 11 のエリアに分類した。関東の一部と近畿の一部の都道府県は、ほか

の道県と比べて距離も近く、交通の便も良いため、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県を「東京圏」、京都府、大阪府、兵庫県を「京阪神」とし、1 つの地域ととらえて

分析している。 

 

表 4 大学所在エリア移動パターン(再掲) 

 

出所 小杉(2007)p.96 より引用 

エリア名 都道府県
北海道 北海道
東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東 茨城県、栃木県、群馬県、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）
甲信越 新潟県、山梨県、長野県
北陸 富山県、石川県、福井県
中部 岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿 滋賀県、京阪神（京都府、大阪府、兵庫県）、奈良県、和歌山県
中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県
九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
沖縄 沖縄県

地元 地元外 地元 地元外 地元 地元外 未定・海外合計 N
北海道 男性 34.8 4.9 - - 6.8 23.3 30.1 100 365

女性 53 6.4 - - 6.4 12.4 21.8 100 234
東北 男性 19.2 5.5 8.1 2.6 3.5 21.8 39.2 100 344

女性 35.6 6.9 9.4 3.8 6.3 15 23.1 100 160
関東 男性 39.1 11.3 4.5 2.4 4.4 3.1 35.2 100 1376

女性 47.5 12.3 4.5 1.9 2.8 1.5 29.5 100 1768
甲信越 男性 44.3 1.9 10.2 5.8 7 10.2 20.6 100 431

女性 42.4 6.1 12.8 4 11.4 10.1 13.1 100 297
北陸 男性 25.2 3.8 20.5 2.2 12.9 16.7 18.6 100 317

女性 21.4 3.7 34.2 1.6 8.2 9.5 21.4 100 243
中部 男性 41.2 8.6 8.6 6 2.5 5 28.1 100 602

女性 48.8 9.2 18.2 3.6 1.7 5.1 13.3 100 467
近畿 男性 26.1 6.1 4.6 1.8 3.5 9.9 47.9 100 999

女性 38.6 13.2 6.6 1.8 6.5 5.3 27.9 100 1039
中国 男性 22 5.2 9.1 4.2 9.8 9.4 40.4 100 287

女性 34.6 8.6 11.3 4.5 11.1 7.2 22.7 100 488
四国 男性 14.9 4.2 15.5 4.8 8.3 8.9 43.5 100 168

女性 23.4 6.3 24.6 4.9 10.3 8.5 20.1 100 224
九州 男性 14.1 6.6 6.4 5.4 5.4 15.8 46.2 100 701

女性 32.3 6.3 11.6 8.3 4.4 8.8 28.2 100 758
沖縄 男性 34 6 - - 10 16 34 100 50

女性 39.3 0 - - 14.3 21.4 25 100 28

大学所在県 大学所在エリア 大学所在エリア外
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このことから、地域によっては大卒者を輩出しても、その多くが大学所在エリア外

で就職してしまい、必ずしも地域の大卒人材として結びついていないことが伺える。 

 ただし、労働政策研究・研修機構(2015)では分析によると、進学時の地方から都市

への流出自体は減少傾向にあり、進学や就職時の他都道府県への地域移動は進行して

いるとはいえず、今後地元に定着する者の割合は増加するのではないかと指摘してい

る。さらに、地方出身者の U ターンについても、特に大卒男性で増加傾向にあるた

め、進学時に他都道府県に進学しても、就職をきっかけに U ターンし、地元に定着す

る者が今後増えていくのではないかと推測している。 

 都市圏の大学から離れて地元で就職活動をしたい学生に対する支援については、小

杉(2007)において研究がなされている。労働政策研究・研修機構「大学生のキャリア

展望と就職活動に関する実態調査」によれば、大学就職部や就職支援ウェブサイトが

大学周辺の情報に特化していること、また就職支援ウェブサイトには都市圏の情報が

多く地方圏の情報に乏しいことが挙げられる。そのため、先に述べたように、地方就

職を望む学生にとって企業情報の不十分さが伺える。 

 

表 5 移動パターン別 就職に役立った情報源 

 

出所 小杉(2007)p.111 より引用 

 

 また、労働政策研究・研修機構(2015)では、現状の地元就職支援とその課題につい

ても論じられている。例としては、地元企業の合同説明会などのイベントやキャリア

コンサルタントによる相談の受付が挙げられており、これらの支援に関する課題とし

地元 地元外 地元 地元外 地元 地元外 未定・海外

男性 N 1712 397 394 186 303 589 2054
就職支援ウェブサイト 71.1 74.6 67.8 69.9 73.6 73.9 77.9
就職部・キャリアセンター 38.6 38.3 30.2 37.1 26.4 36.8 36.3
大学の先生 18.8 16.9 16.8 22.6 13.2 26 15.1
会社説明会やセミナーなど 65.8 67.8 61.7 57.5 62.4 58.7 69.8
公的な就職支援機関 4.7 2.5 9.1 5.4 7.9 1.9 1.9
家族・親族・保護者 16.5 10.3 23.9 17.2 28.1 13.4 13.6

女性 N 2309 554 566 187 319 338 1430
就職支援ウェブサイト 74.4 76.5 71.4 74.9 73.7 82.2 82.4
就職部・キャリアセンター 46.6 40.4 41.9 36.4 30.7 28.1 35.5
大学の先生 10.3 10.8 11.7 12.8 8.8 16.9 7.5
会社説明会やセミナーなど 68.7 68.4 68.2 71.1 69 69.5 77.8
公的な就職支援機関 7.1 4.9 12.5 6.4 14.4 6.5 4
家族・親族・保護者 12.9 13.7 22.3 10.7 14.4 10.4 10.9

大学所在県 大学所在エリア 大学所在エリア外
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て、地元以外の大学に通う地元就職を希望する学生に対する支援が薄いこと、公的機

関による企業求人開拓があまりできていないこと、学生や卒業した未就職者に就職支

援の情報がうまく行き届いていないこと、地元企業の情報の蓄積がなされていないこ

とが考えられると指摘している。 

 

2. 本稿の位置づけ 

これらの先行研究を踏まえ、本稿では経済状況などの需要要因を考慮した上で、大

学生の就職活動に着目した地方への労働力供給策を考える。大学生の就職行動の現状

において、求人数の違いや地域経済などの需要要因を問題意識とした研究は多数行わ

れているのに対し、大学生の就職活動などの供給要因を問題意識とし政策提言を考え

る点において本稿には新規性があると考えられる。加えて、次章でも記述するが、分

析の段階で進学行動と就職行動を同時に考える点においても本稿での独自性といえ

る。 
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理論・分析 

1. 分析の概要 

現状分析ならびに先行研究より、地方で生まれた大卒人材が地方の労働力となって

いないことが分かった。そのため、本章では、新規大卒入職者率にどのような要因が

どの程度影響を及ぼしているかを実証的に分析する。実証分析の結果から、大卒供給

と地方大卒労働者の増加の乖離を縮小できるよう、地方へ新規大卒入職者を供給する

ための施策を探る。 

中学卒業後から新たな労働力となることができるため、新規大卒入職者率として、

中 3 卒業時の人口に比べた同一コーホートの新規大卒入職者の比率を定義する。この

比率に影響を与える要因として、求人数の違い、地域経済の状況 (GDP)といった需要

要因、また、供給要因として効用(地元志向、賃金、キャリア)を設定する。そのうち、

地元志向に関する指標としては地元出身者の大学入学者数とその他の代理変数を使用

する。その他の説明変数やデータの所在は次節で記述する。 

 

2. 推定モデルとデータ 

  

前節を踏まえつつ、次のようなモデルを推計する。 

 

   𝑦𝑗𝑡 = 𝛼 + 𝑋𝑗𝑡𝛽′ + 𝛾𝑆𝑢𝑝𝑝𝑙𝑦𝑗,𝑡−4 + 𝜃𝑗 + 𝛿𝑡 + 𝜆𝑗𝑡 + 𝜀𝑗𝑡       (1) 

 

 ここで、𝑦𝑗𝑡は j 県 t 年の新規大卒入職者率を示す。説明変数ベクトル𝑋𝑗𝑡には、j 県 t

−1 年の大卒初任給、一般労働者合計に占める 1000 人企業の雇用者比率、実質県内総

生産、有効求人倍率の他、新規大卒入職率と同一コーホートの j 県における合計特殊

出生率が含まれる。𝑆𝑢𝑝𝑝𝑙𝑦𝑗,𝑡−4は、t-4 年、つまり新規大卒入職者率と同じコーホート

の j 県の県内進学率と県外進学率を示す。𝜃𝑗は j 県固有の効果、𝛿𝑡は t 年の日本全国共

通のマクロショック、𝜆𝑗𝑡は j 県固有のトレンド、𝜀𝑗𝑡は誤差項である。(1)式は、パネル
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データの分析であるので、Pooled OLS と固定効果モデル、変量効果モデルのうち、い

ずれが採択されるかについては、F 検定、ハウスマン検定の結果から判断する。 

 被説明変数である j 県 t 年の新規大卒入職者のデータに対して、j 県 t−1 年の大卒初

任給、一般雇用者合計に占める 1000 人企業雇用者比率、実質県内総生産、有効求人倍

率のデータを説明変数として用いるのは、新規大卒入職者が就職活動を行う時期が入

職する 1 年前であることを踏まえている。また、合計特殊出生率は t-22 年の値を用い

ており、太田（2005）と同様に、地元志向の代理指標として用いる。 

 前章でも述べたように、新規大卒入職者率に対して県内進学率、県外進学率の影響

を考える点、つまり就職行動と進学行動を同時に考える点は、本稿の新規性につなが

る。また j 県 t 年の新規大卒入職者数を説明する際、固定効果、日本全国共通のマクロ

ショック、各県固有のトレンドを考慮する必要があるため、それらの変数を推定式に

組み込んだ。j 県の固定効果とは j 県におけるもともとの地元志向の強さや需要構造の

違いなどの観察不可能な要因であり、大卒入職率に関してある県をベースとした相対

的な地域間格差を表している。次に t 年の日本全国共通のマクロショックは日本全体

として景気の動向を表している。最後に j 県固有のトレンドとは j 県の地元志向の強

さや需要構造の漸進的な変化を表す。 

 データの所在は以下のとおりである。都道府県別新規大卒入職者率は、雇用動向調

査から 1990 年〜2004 年までのものを利用して導出した。大卒初任給と一般雇用者合

計に占める 1000 人企業雇用者比率は、ともに賃金構造基本統計調査における 1990 年

〜2003 年のデータである。実質県内総生産は内閣府による『県民経済計算』より 1990

〜2003 年の数値を使用している。有効求人倍率は厚生労働省による『職業安定業務統

計』の 1990〜2003 年のものを利用した。県内進学率、県外進学率は学校基本調査に

おける 1987 年〜2000 年のデータを使用する。最後に、合計特殊出生率は、大卒入職

率の 23 年前の人口動態統計と人口推計を用いて、都道府県別に計算したものである。

ただし、実際には、1976 年以降の数値しか得られなかったため、「地元志向」の考慮

は、1999 年〜2004 年の期間に限定し、地元志向をコントロールした結果を補足的に

示すこととする。 

 以上の全ての変数について、都道府県単位のパネルデータを作成した。以下では全

ての変数が揃う期間として、1991 年から 2004 年までの 14 年間について推計を行う
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（ただし、合計特殊出生率を含めた推定期間は 1999 年〜2004 年の 6 年間）。推計に用

いるデータの記述統計量は表 6 に示すとおりである。 

 

表 6 変数の記述統計量 

  

 

 

3. 推定結果 

3.1 全都道府県データを用いた推定結果 

 

 (1)式の推定結果は、表 7 に示されている。モデルの定式化に関する検定により、

Pooled OLS が支持されており、以下では、その結果について述べる。  

 推定結果から、県内実質総生産の係数は正で統計的に有意であり、地域経済状況が

新規大卒入職率を高めることがわかる。4 年前の当該地域からの大学進学率に関する

結果は、県内・県外ともにプラスで統計的にも有意である。係数の値によれば、その

効果は県内進学率が高い。 

 表 8 は、1999 年〜2004 年について、合計特殊出生率を含めた推定結果である。検

定の結果支持された Pooled OLS の結果をみると、合計特殊出生率の係数は、プラス

だが統計的に有意ではない。また、その他の結果は、先の結果に準じており、県内進

学率の上昇が、県内への新規大卒入職率に与える効果が高い。 
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表 7 全都道府県データを用いた推計結果  

 

注：都道府県でクラスタリングした標準誤差を求めている。***, **, *は，それぞれ 1%，5%，10%

水準で統計的に有意であることを示す。  

 

表 8 全都道府県データを用いた推計結果（合計特殊出生率を含めたもの） 

 
注：表 7 に同じ。 

 

3.2 大都市圏を除いた推定結果 

 以上の結果は、需要要因等を一定としても、県内高校から同一県内大学、または県

外大学への進学率の上昇が、4 年後の新規大卒入職率を高めること、特に前者の効果
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が大きいことを示している。しかし、大学の所在県と大卒の需要が大都市圏に集中し

ていることを考慮すると、先の結果は、大都市圏における県内への進学と就職の効果

に大きく影響される可能性がある。 

 そこで、首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）と中京圏（静岡、愛知、三重）ならび

に近畿圏（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）を除く 34 道県について、同様の

推定を行った結果が表 9 および表 10 である（いずれも Pooled OLS を採択）。 

 34 道県に絞ると、全都道府県ベースの結果に比べて、県内進学率が 4 年後の新規大

卒入職率に与える効果が小さくなる。一方で、県外進学率の効果は高くなり、結果と

して、両者の係数の差は小さくなる。つまり、県内に加えて、県外の大学に進学する

者が増えれば、同一コーホートの中学卒人口をベースとして、新規大卒労働者が増え

る構造にある。また、地元志向の代理変数として、合計特殊出生率を用いた（1999〜

2004 年の）推定結果では、係数の大きさは変化するものの、県内および県外進学率が

有意に新規大卒入職率を高める効果は変わりない。 

 

表 9 34 道県のデータを用いた推定結果 

 

注：表 7 に同じ。 
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表 10 34 道県のデータを用いた推計結果（合計特殊出生率を含めたもの） 

 
注：表 7 に同じ 

 

以上の推計結果をまとめると、大学数や大卒需要の高い大都市圏の都道府県以外で

は、経済状況などの条件を一定としても、県内の大学進学率のみならず、県外の大学

への進学率の上昇が、4 年後の新規大卒入職率を高めている。このことは、進学に伴っ

て県外に出た大学生が地元で就職活動を行っていることを示唆している。  

 

4. 結果の解釈 

第 1 章でも述べた通り、県内に進学した学生が地元で就職活動を行う場合、地元で

開催される企業説明会などに参加することで地元企業の情報を十分に収集し、就職活

動を行うことができる。一方、県外にでた学生が地元企業の情報を集めるためには、

ネットで情報を集めるほか、地元に赴き、地元の企業の説明会に参加する必要がある

が、交通費、時間と距離、学校の授業などの都合により後者には参加するには障壁が

存在する。大学や県が主体となり、地元企業の合同説明会や企業セミナーを行ってい

るケースもあるが、地元外で開催される場合、参加企業数は地元で行われる説明会よ

りも少なく、それらに参加して情報を得られたと回答した県外大学生も少ない。その

ため、県内進学者と県外進学者との間には、地元企業に関する情報格差が存在すると

考えられる(表 11)。もちろん、県内進学者のほうが県外進学者よりも地元就職する傾
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向にあり、両者の間に偏差値や志向の差はあるものの、地元企業を知ることで就職の

選択肢が増える可能性がある。 

 

表 11 どのような方法で地元企業の情報を得たか(複数回答) 

 

出所 株式会社マイナビ「2017 年卒 マイナビ大学生 U ターン・地元就職に

関する調査」より筆者作成  

 

本章の分析では、新規大卒入職者率に対して、県内進学率のほうがより効果がある

ものの、第 4 章では、県外に進学した学生への地方就職支援にスポットをあてる。理

由は次の 2 点である。第 1 に、県外進学率も県内進学率と同様に統計的に有意であり、

新規大卒入職者率を高めるのに効果があるためである。第 2 に、上述のとおり、県内

に進学した学生は地元企業の情報を獲得でき、地元企業を選択する十分な余地がある

が、県外に進学した学生は地元企業の情報を獲得することが困難なため、地元企業を

選択するための情報が不十分である可能性が高く、十分な情報支援が行われるならば、

地元企業を選択する可能性が高まるためである。 

地元進学男子 地元進学女子 地元外進学男子 地元外進学女子

回答数 893 2208 1194 2422

学校近郊で行われる
合同説明会に参加し
て

20.7% 25.0% 10.2% 9.2%

学内の企業セミナー
に参加して

31.6% 35.4% 14.4% 13.6%

地元で行われる合同
説明会に参加して

19.3% 26.6% 13.2% 19.2%



WEST2016 本番論文 

 23 

政策提言 

1 .政策の方向性 

 本章では、地方就職を増加させるために 2 つの政策を提言する。 

前章までで見てきた通り、県外の学生が地元就職する際に、移動にかかる時間・交

通費と、地元企業の情報が不足しているという障壁が存在することがわかった。また、

第１章でも述べた通り、遠隔地への就職という面では、地元就職以外の地方就職（I タ

ーン）も同じ障壁を抱えていると考えられる。本章で提言する政策は主に次の 2 つで

ある。 

 

①県内進学者と県外進学者の地方企業に関する情報の格差を是正する政策  

②県外進学者が地方就職する際の移動にかかる時間や費用を削減する政策 

 

 

①の政策は企業のセミナーや合同説明会に対して、②の政策は企業の選考会（面接）

に対して行う。上記 2 つの政策はハローワークを通して行う。ハローワークの強みと

して大きく 3 点ある。1 点目は、ハローワークは無料で利用が可能な点。2 点目に平成

27 年度末時点でハローワークは全国 436 箇所あり、全国の学生が利用できる点。3 点

目に全国のハローワークが連携可能であり、全国の学生に同様のサービスを提供でき

る点が挙げられる。政策の詳細は次節以降で述べる。 

 

以下の図 4 は、それぞれに対応した政策提言の方向性を示している。 
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図 4 政策提言の方向性 

 
出所 筆者作成 

 

2.  政策提言①  

2.1 現状と取り組み例 

本節では第 3 章で述べた、県内進学者と県外進学者の間に存在する地方就職（都市を

除く U ターン・I ターン）の情報格差の是正に向けて政策提言を行う。第 1 章でも述

べられていた通り、県外進学者が地方に就職する際には、移動にかかる時間や交通費

などの障壁があるため、このような情報格差が生じると考えられる。  

遠方の学生が地方に就職する際の障壁を解消するための取り組みとして、「オンライ

ン会社説明会」というものがある。「オンライン会社説明会」とは、ソーシャルメディ

アを活用した企業の採用手法のひとつで、就職活動中の学生を対象にウェブサイト上

で開催される会社説明会のことである。この「オンライン会社説明会」には、会場か

ら生放送するライブ型と、録画した動画をサイトにアップするオンデマンド型がある。

ライブ型の場合、チャット機能を使って学生が人事担当者に直接質問するなどのイン

タラクティブなコミュニケーションが可能である。インターネット環境さえあれば、

いつでもどこでもパソコンやスマートフォンなどの情報端末から参加できるため、遠

方に住む学生が地方企業の説明会に参加するにあたって移動する必要がない、という

利点があげられる。現状、この「オンライン会社説明会」は、リクルートキャリアの
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「R-Webinar」、「リクナビチャンネル」やマイナビの「マイナビ TV」などの、当該会社

の学生向けサイトに企業の会社説明会の動画を掲載する・生放送を配信するというサ

ービスによって行われている。このサービスを企業が利用するには、会場から生放送

するライブ型で配信時間 1.5 時間当たり 70 万円～、動画をサイトにアップするオンデ

マンド型で録画時間 1.5 時間当たり約 80 万円かかる。 

この「オンライン会社説明会」を利用しているのは、大手企業・有名企業が多く、広

告費の資金が比較的少ない地方企業（特に中小企業）における実施には障壁があると

考えられる。 

そこで本稿では、「オンライン会社説明会」を参考に、県内進学者と県外進学者の間

に存在する地方企業の情報格差是正に向けた政策を提言する。  

 

2.2 提言内容 

政策として、我々は地方企業向けのオンライン会社説明会サービスを実施する。具

体的には、ハローワークの運営するサイトに、地方 34 道県の企業が独自に作成した当

該企業の会社説明会の動画を無料で掲載するというものである。その際、企業へのお

問い合わせフォームを設けておく。その結果、地方の企業説明会に参加する際の学生

側の移動距離がなくなるため、負担が減り、県外進学者と県内進学者間の地方企業の

情報格差は縮小されると考える。ただし、本政策では実現可能性の観点から、会社説

明会の生放送を行うライブ型は導入せず、会社説明会の動画をサイトに掲載するオン

デマンド型のみを実施するため、通常のオフラインでの会社説明会で得ることのでき

る情報をすべて担保できるわけではない。つまり、企業の人とのインタラクティブな

コミュニケーションを通して得られる情報を提供することはできない。しかし、政策

の効果を考えると、十分実施する意義はある。また、ハローワークの会社説明会の動

画掲載のページに企業へのお問い合わせフォームを設けておくことで、この問題の軽

減を図る。 

ハローワークには就職を希望する大学院・大学・専門学校・高校生と卒業後 3 年以

内の人を対象に就職支援行う新卒応援ハローワークが存在する。マイナビの実施した

「2017 年卒 マイナビ大学生 U ターン・地元就職に関する調査」によると、「ど

のような方法で地元（U ターン先含む）の企業情報を得ましたか（複数回答）」という

問いに対して「ジョブカフェや新卒応援ハローワークを通じて」と回答したのは 2.4％
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であり、地元就職を望む大学生の新卒応援ハローワークの利用率は低いことがわかる。

一般にハローワークは仕事を辞めた人が行くところであるという誤った認識がこの要

因の 1 つとして考えられる。この課題の解決に向けて、現在、新卒応援ハローワーク

は、新規大卒者の中でも特に未内定者に対して周知させるため、大学等と連携して広

報を行うこと、さらに主要な民間就職情報サイトに対しバナー掲載について協力を要

請するなどしている。我々が提言する政策を実施するにあたり、今後は未内定者だけ

に限らず、より多くの学生に認知を広めていく必要がある。職業安定業務統計「新卒

応援ハローワーク利用者アンケート調べ」によると、大学生が新卒応援ハローワーク

を知ったきっかけとして、「学校」が大きな要因となっていることから、上記の政策に

加えて補強案として新規大卒者に対するハローワークの広報を大学と提携して行うこ

とを提言する。具体的には「ハローワーク新卒応援サイトにおいて、地方の企業の説

明会の動画を配信している」ということを大学内にポスターや、大学 HP の在学生の

ページにリンクを掲載することで広めることを考えている。  

 

3.  政策提言② 

3.1 現状と取り組み例 

県外進学者が地方就職する際の移動にかかる時間や費用を削減する取り組み例とし

て、オンライン面接の実施が挙げられる。オンライン面接とは、ビデオ通話や電話な

どを利用した、オンライン上で行う面接のことである。その特性上、応募者側と企業

側の双方が面接会場への移動時間や交通費などのコストを削減することができるた

め、より多くの応募者との接点の創出や遠方の応募者の採用に役立つ。他にも面接の

様子を録画することで、後に映像を見直したり、その映像を他の採用担当者と共有し

たりすることで面接の質を担保することができるなど、様々なメリットがある。しか

し、デメリットも存在する。１つには、面接がインターネット環境に左右されること

が挙げられる。またオンライン面接の導入による新たな管理体系の整備、既存の面接

のノウハウが使用できないなどもデメリットとして考えられる。日本においては近年、

オンライン面接を利用する企業は増えつつある。しかし、日本国内の応募者に向けた

オンライン面接を行う企業は未だ少なく、導入に対して消極的な企業も少なくない。

そこで我々は企業がオンライン面接の導入に対して消極的である原因を探るために、

複数の企業に対して「企業がオンライン面接の導入の際に障壁と感じていることは何
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か」というヒアリング調査を行った。その結果から、企業がオンライン面接を導入す

る際には、主に 3 つの障壁があることが分かった。1 つ目は、オンライン面接は直接対

面する面接に比べて面接の質が落ちるのではないかという固定観念の存在である。2つ

目は、オンライン面接時の応募者の ID などの個人情報の取り扱いという管理上のコン

プライアンスの問題である。3 つ目は、学生側の通信環境が不安定である問題である。

この結果を踏まえ、1 つ目の障壁である固定観念の存在について、実際にオンライン面

接を行っている複数の企業に対して「オンライン面接は直接対面する面接に比べて面

接の質が落ちるのか」というヒアリング調査を行ったところ、「感覚的に、質は変わら

ない」、「インターネット環境によっては質が低下する」などといった回答が得られ、

インターネット環境に起因する面接の質の低下以外には、オンライン面接と直接対面

する面接との質の差は確認できなかった。このことから企業がオンライン面接に対し

て間違った固定観念を抱いていることが考えられる。 

そこで本稿では、オンライン面接導入の際に企業側にとって障壁となる上記 3 つの

問題を、公的機関を利用して解消し、3 章で述べた 34 道県への新規大卒者の U ターン

並びに I ターンを促進する政策を提言する。 

 

3.2 提言内容 

 本稿では、地方における新規大卒労働者の増加による地域経済の活性化に焦点を当

てているため、本提言の対象者は地域に U ターン並びに I ターン就職を検討している

大学生を受け入れる地方企業及び新規大卒者(既卒 3 年以内を含む)とする。 

次に本提言の具体的な内容を述べる。本提言では、国が地域の企業に対してオンラ

イン面接の正しい理解を促すとともに、その導入を呼びかけ、さらにオンライン面接

によって新規大卒者を採用した企業に対して、面接に関する負担額を一部助成する事

業を展開する。オンライン面接の正しい理解とは、前項で述べたように、企業がもつ

オンライン面接に対する固定観念が間違ったものであることを企業に認識させること

を示す。加えて、本提言事業によりオンライン面接を導入した企業の、オンライン面

接による採用の成果を積極的に開示していくことによっても固定観念の払拭が期待で

きる。また導入を呼びかける際には「オンライン面接に使用するシステム」を提示す

る。「オンライン面接に使用するシステム」は前項で述べた、オンライン面接を行う

際の管理上のコンプライアンスの問題を解決するものである。また、学生側の通信環
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境が不安定である問題を解消するため、新規大卒者を対象として、各ハローワーク内

においてオンライン面接のためのスペースやパソコンを確保し、オンライン面接実施

のための環境を整える。大学生が近くのハローワークを訪れ、オンライン面接を行う

ことができるため、学生側の通信環境が不安定である問題が解消されると考える。 

上記の一連の流れを示したものが図 5 である。このように、国・地域の企業・ハロ

ーワークの連携により、本事業は展開することが可能であると考える。 

 

図 5 オンライン面接推進事業の流れ 

 

出所 筆者作成 

 

3.3 実現に向けて 

本提言は厚生労働省にて行われている若年雇用対策のうちの、第１章で述べた「地

方就職希望者活性化事業」の一環として、既存の「新卒応援ハローワーク」の広域職

業紹介機能を強化するものである。 

 まず、オンライン面接によって労働者を 1 人雇うためにかかるコストを概算する。

これはオンライン面接によって採用の成果を出した地方の企業に対して、国が当該企

業の採用に関する負担額を一部助成する金額を決定するためである。バイオグラフの

ホームページから得たアプリケーション利用料、リクルートキャリア 2016 年度のアン

ケートから得た一度の面接にかかる平均時間、リクルートキャリア 2013 年度のアンケ
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ートから得た 1 次面接者数における採用倍率、マイナビ 2016 年度のアンケートから得

た内定までの選考の平均回数から計算し、12,690 円という結果を得た。なお計算式は

以下のとおりである。 

 

計算式 

録画料：10 円/1 分 

1 度の面接にかかる平均時間：46.8 分 

1 次面接者数における採用倍率：9 倍 

内定までの選考の平均回数：3 回 

1 度の面接にかかるアプリケーション利用料：10×47=470 円 

オンライン面接によって労働者を 1 人雇うためにかかるコスト： 470(円)×9×

3=12,690(円) 

 

 また本稿では、オンライン面接を行うシステムとして利用料が安価であり、コンプ

ライアンス上の問題が解決されているものとして、株式会社マージナルのバイオグラ

フというシステムを紹介した。しかし、国の機関が民間のシステムを利用するにあた

り、2 つの懸念点がある。第 1 に、国が利用するシステムは民間の中から公平に選択さ

れるべきであり、適正な価格で取引されるべきこと。第 2 に、1 つの民間のシステムに

頼る場合、その民間企業に利用者が集中し過度な負担がかかることである。これらの

懸念を解決する方法の 1 つとして入札制度を挙げる。入札を行うことで、不特定多数

の参加者を募ることができ、競争が生まれ、より良いシステムをより安く利用するこ

とができる。これによって、システムの選定・評価にコストはかかるものの、公平性

や透明性の懸念点が解消されると考えられる。第 2 の懸念点は、複数の事業者に委託

することで解消されると考える。 

 この結果を踏まえ、当該企業が負担する金額に対して、国が一部助成を行う。「地方

就職希望者活性化事業」の財源に限りがあると同時に、助成対象の企業の偏りを防ぐ

ため、助成の際には、1 企業当たりの助成金額には上限を設ける必要があることに留意

したい。 

 第 1 章第 3 節において、県外に出た大学生が地元就職を行う際に最も障壁に感じた

こととして、「距離・時間」、「交通費」を挙げている割合が高いことを現状として述
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べた。本提言事業によって当該障壁を取り除くことは、第 1 章第 2 節で述べた、都市

圏と比較して地方圏に新規大卒者が供給されていない現状の解消に対して大きな意義

があると考える。 

 

4．おわりに 

 本稿では、地域経済の活性化の 1 つの要素として人的資本ストックの成長に着目し、

高度な人的資本である新規大卒者の動向を把握するため、新規大卒入職者率に影響を

与える要因に関して分析を行った。分析結果から、県外進学率も県内進学率と同様に

統計的に有意であり、新規大卒入職者率を高めるのに効果があることが分かった。ま

た既存のアンケート調査の結果によると、県内進学者と比較して、県外進学者には地

元就職における情報不足と地元就職にかかる移動コストの問題が存在すると判明し

た。推測とならざるを得ないが、遠隔地への就職という面では、地元就職以外の地方

就職（I ターン）も同じ障壁を抱えていると考えられるため、本稿では、地方企業に関

する県外進学者と県内進学者間の情報格差と県外就職にかかる移動コストを縮小させ

るための政策提言を行った。 

 しかしながら、本稿には以下のような懸念点も残されている。まず本稿では県外に

出た学生が地元での就職を希望しない要因として、地元の企業を知らない、という点

を挙げたが、当然のことながら、ここには個人の志向や大学の教育内容の違いなどに

よる要因も考えられる。 

 昨今、政府が地方創生を掲げた政策を発表するなど、地域経済を活性化させようと

いう動きが活発になってきている。本稿が地方の企業と活力ある若者の懸け橋となり、

地域経済の活性化の一助となることを願い、本稿を締めくくる。  
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